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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第26期

第１四半期連結
累計期間

第27期
第１四半期連結
累計期間

第26期

会計期間
自平成28年８月１日
至平成28年10月31日

自平成29年８月１日
至平成29年10月31日

自平成28年８月１日
至平成29年７月31日

売上高 （千円） 2,417,543 2,581,164 9,824,627

経常利益 （千円） 134,517 72,047 623,797

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 87,593 39,818 383,998

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 87,593 39,818 338,998

純資産額 （千円） 1,939,480 2,532,713 2,223,785

総資産額 （千円） 5,446,030 7,540,809 6,286,620

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 21.11 9.49 92.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 20.12 9.46 88.07

自己資本比率 （％） 35.6 33.5 35.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より、平成29年９月１日付で、株式会社菊水の株式を70.0％取得したことに伴

い、同社を連結の範囲に含めております。

また、平成29年10月24日付で、当社を株式交換完全親会社とし、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズを株式交換完全子会

社とする簡易株式交換を実施したことに伴い、同社及びその子会社（66.0％の株式を取得）である株式会社リアル

テイストを連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載された事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社と、飲食店を運営する株式会社リアルテイスト（以下、「リアルテイスト」という。）の66.0％の株式を

保有する株式会社Ｒ.Ｔパートナーズ（以下、「Ｒ.Ｔパートナーズ」という。）は、平成29年８月22日開催のそ

れぞれの取締役会において当社を株式交換完全親会社とし、Ｒ.Ｔパートナーズを株式交換完全子会社とする株式

交換（以下、「本株式交換」という。）を行うことを決議し、同日両社間で株式交換契約（以下、「本株式交換

契約」という。）を締結いたしました。

 

１．本株式交換の目的

当社は、単一的なチェーン展開ではない個店ごとの店舗運営を行う店舗運営子会社による経営者の育成と、

個性を活かした店舗オペレーションによる自立的店舗運営により成長をしてまいりました。

今後、既存の店舗運営子会社だけではなく、中小規模の飲食企業をグループ化することで得られる社外の経

営者の店舗運営力、マネジメント力と当社のロケーション開発力、地域創生ネットワーク、店舗プロデュース

力を活用し、更なる成長を図ることを目的として、この度、飲食店を運営するリアルテイストの株式の66.0％

を保有するＲ.Ｔパートナーズを本株式交換により完全子会社化し、リアルテイストの株式を間接保有いたしま

した。

なお、リアルテイストは上質な串揚げを提供する「串亭」、鉄板懐石の「二平」、和食と鮨を提供する「金

平」、鉄板焼きを中心とした食堂酒場「萬屋二平」等、和を主軸とした業態で関東エリアを中心に全国に14店

舗展開しております。

 

２．本株式交換の要旨

（１）本株式交換の日程

基本合意書締結承認取締役会 平成29年７月19日

基本合意書締結 平成29年７月19日

株式交換決議取締役会（両社） 平成29年８月22日

臨時株主総会にて株式交換承認（Ｒ.Ｔパートナーズ） 平成29年８月22日

株式交換契約締結（両社） 平成29年８月22日

株式交換実施日（効力発生日） 平成29年10月24日

（２）本株式交換の方式

本株式交換は、当社を株式交換完全親会社とし、Ｒ.Ｔパートナーズを株式交換完全子会社とする株式交換

となります。

（３）本株式交換に係る割当の内容

本株式交換においては、当社は、本株式交換により、当社がＲ.Ｔパートナーズの発行済株式の全部を取得

する時点の直前時に、Ｒ.Ｔパートナーズの株主名簿に記載されたＲ.Ｔパートナーズの株主に対し、Ｒ.Ｔ

パートナーズの普通株式に代わり、その所有するＲ.Ｔパートナーズの普通株式の数に、以下の算式により算

出される株式交換比率を乗じて得た数の当社の普通株式を割当てます。

 当社 株式会社Ｒ.Ｔパートナーズ

株式交換比率 1.0 3.55

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

本株式交換により完全子会社となるＲ.Ｔパートナーズは、新株予約権及び新株予約権付社債のいずれも発

行していない為、該当事項はありません。

 

３．本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方

（１）割当の内容の根拠及び理由

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたっては公平性・妥当性を確保するため、独立

した第三者機関による評価に基づき算定するのが妥当であると判断し、独立した第三者機関であるサンＦＡ

Ｓ株式会社（以下「サンＦＡＳ」という。）に株式価値の算定を依頼し、サンＦＡＳが行ったＤＣＦ方式、

類似会社比較方式に基づく評価額の算定結果を総合的に勘案し、Ｒ.Ｔパートナーズの普通株式１株当たりの

株式価値を9,966円と決定しております。
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また、本株式交換の対価として交付する当社の株式価値については、Ｒ.Ｔパートナーズとの協議に基づ

き、変動制株式交換比率方式を採用することを前提に、平成29年７月19日に締結した基本合意書に定める本

株式交換実施日の前日時点における終値とすることが妥当であると判断いたしました。

（２）算定の前提条件

サンＦＡＳは当社の株式評価については、当社の普通株式が東京証券取引所に上場しており、市場株価が

存在していることから、変動制株式交換比率方式を採用することを前提に、平成29年７月19日に締結した基

本合意書に定める本株式交換実施日の前日時点における終値とすることといたしました。

また、Ｒ.Ｔパートナーズの株式価値については、非上場株式であることから、算定においては将来の事業

活動の成果を評価に反映させるためＤＣＦ方式と比較可能な上場類似企業を参考に類似会社比較方式を採用

いたしました。

なお、ＤＣＦ方式による算定の基礎となる将来の計画においては、対前事業年度比較において大幅な増減

益見込んでいる事業年度は含まれておりません。

Ｒ.Ｔパートナーズの各算定方式の算定結果の数値は以下のとおりであります。

 算定方式 株式交換比率算定の基礎となる１株当たりの価格レンジ

① ＤＣＦ方式 8,915円～12,968円

② 類似会社比較方式 9,292円～13,804円

 

４．Ｒ.Ｔパートナーズ及びリアルテイストの概要

名 称
株式会社Ｒ.Ｔパートナーズ

（平成29年７月末現在）

株式会社リアルテイスト

（平成29年2月末現在）

所 在 地 東京都渋谷区広尾一丁目３番18号 東京都渋谷区広尾一丁目３番18号

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長　路次　徹夫 代表取締役社長　路次　徹夫

事 業 内 容 飲食店の経営及び運営 飲食店の経営

資 本 金 149,500千円 10,000千円

設 立 年 月 日 平成24年８月24日 平成18年３月３日

発 行 済 株 式 29,800株 1,000株

決 算 期 ７月31日 ２月末日

大株主及び持ち分比率 路次　徹夫　　　　100.0％ 路次　徹夫　　　　100.0％

(注）株式会社Ｒ.Ｔパートナーズは平成29年７月に株式会社リアルテイストの発行済株式の66.0％を取得しております。

 

５．株式交換完全親会社となる会社の概要

名 称
株式会社バルニバービ

（平成29年10月末現在）

所 在 地

大阪市中央区南船場四丁目12番21号

（同所は登記上の本店所在地であり実際の

業務は、「大阪市西区南堀江一丁目14番26

号」で行っております。）

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長　佐藤　裕久

事 業 内 容
飲食店の経営

飲食店等の企画及びコンサルティング

資 本 金 407,870千円

設 立 年 月 日 平成３年９月７日

発 行 済 株 式 4,311,590株

決 算 期 ７月31日

大株主及び持ち分比率

株式会社ＨＵＭＯ　　　　34.0％

佐藤　裕久　　　　　　　29.7％

（平成29年７月31日現在）
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用、所得環境の改善傾向が続き、緩やかな回復基調が見ら

れた反面、米国政権の政策運営や北朝鮮情勢の緊迫化など、海外における不安定な政治動向から依然として先行き

不透明な状況が続いております。

外食業界におきましては、景気回復による個人消費マインドの改善が期待されるものの、多様化する顧客ニーズ

の変化に加えて、競合企業との競争激化、原材料価格の高騰、人手不足に伴う人材確保難や人件費上昇により引き

続き厳しい状況で推移しております。

このような状況の中、当社グループでは地方行政機関との取り組みによる新規出店、エリア活性化プロジェクト

への参画など地域創生ネットワークの形成を推進するとともに、京都・南禅寺において60年の歴史を持つ料理旅館

を経営する株式会社菊水を連結子会社化し、当社独自の文化との融合による新たな店舗開発への取り組みを進めて

おります。また各店舗運営子会社の特色と強さを発展させる組織再編を行い従来の運営体制の強化を図るととも

に、飲食店を運営する株式会社リアルテイストの株式を66.0％間接保有しグループ化したことで、優秀な社外の経

営者が持つ店舗運営力、マネジメント力とのシナジーによりグループ全体の今後の更なる成長を視野に入れた人材

組織戦略への取り組みを強化しております。また、店舗運営に関しましては、店舗運営子会社における各店舗の状

況に合わせたきめ細かいレストラン運営に取り組む一方で、新規店舗における顧客満足度と収益性を向上させる店

舗運営方法の確立、ビアガーデンやバーベキュー、こたつテラス等季節に応じた店舗運営、営業企画やイベントの

立案などの取り組みを実施しております。

なお、当第１四半期連結累計期間より、成長戦略に則り、事業の実態に即した分かりやすい「出店戦略別の業績

報告」に変更いたします。前年同期比につきましても、変更後の出店戦略別区分に基づいて記載しております。

当第１四半期連結累計期間における店舗の増減といたしましては、行政・公共機関戦略における出店が１店舗、

不動産デベロッパー戦略において１店舗をクローズしております。また、新たに連結の対象に加えた株式会社菊水

の１店舗及び株式会社リアルテイストの14店舗が増加いたしました。結果、当第１四半期連結会計期間末における

当社グループの運営する店舗数は93店舗となっております。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は前期出店分（８店舗）が寄与したことで

2,581,164千円（前年同四半期比6.8％増）となりましたが、利益については８月の記録的な長雨と９月以降の相次

ぐ台風や真冬並みの寒気の到来に続き、10月が全国的に平年より３倍から５倍の記録的な雨となったことで、当社

店舗の28.4％をしめるテラス席の稼働可能日が46.2％となり、営業利益76,954千円（前年同四半期比42.0％減）、

経常利益72,047千円（前年同四半期比46.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益39,818千円（前年同四半期

比54.5％減）となっております。

また、当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算に株式会社菊水及び株式会社リアルテイストの業績

は含まれておりません。

 

出店戦略別および事業別の業績は以下のとおりであります。

①　バッドロケーション

バッドロケーション戦略におきましては、新たなエリア開拓を推進する一方で、大型、複合型物件の開発に

より食と融合した新たな店舗開発を推進しております。またバッドロケーション戦略の店舗の運営安定化を目

的に、不動産定期借家契約による退店リスクのある物件につきましては土地、建物、借地権取得など不動産保

有を推進し、店舗運営の安定化による収益性向上、不動産価値向上による財務体質の改善に努めております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末におけるバッドロケーション戦略の店舗数は、関東地区19店舗、関

西地区７店舗、その他地域２店舗の計28店舗となり、当第１四半期連結累計期間における売上高は802,429千

円（前年同四半期比9.2％増）となりました。

 

②　不動産デベロッパー

不動産デベロッパー戦略におきましては、好立地、特別な店舗家賃での誘致や初期投資の軽減など好条件で

の物件獲得を行うことができ、売上規模、収益性、話題性の高い物件を選定することで当社の個性を活かした

店舗開発を推進しております。平成29年２月から始動した東京都港区の「新虎通り」一帯に誕生した日本全国

のヒト・モノ・コトの魅力を国内外へ発信する「旅する新虎マーケット」においては、継続して出店自治体の

特産を使ったメニュー提供の他、特産や風土を演出するブースの出店を行い、地方創生へとつなげる取り組み

を実施しております。平成29年８月には滋賀県蒲生郡の「トーキョークレープガール 滋賀竜王店」をクロー

ズし、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,056,896千円（前年同四半期比3.8％減）となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における不動産デベロッパー戦略の店舗数は、関東地区22店舗、関

西地区10店舗の計32店舗となりました。

EDINET提出書類

株式会社バルニバービ(E31815)

四半期報告書

 5/21



 

③　行政・公共機関

行政・公共機関戦略におきましては、新たな地方自治体との取り組みにおいて、その街ならではのオリジナ

ルな業態の開発、地域活性化イベントの開催などを行い、地域創生ネットワークの形成を推進しております。

平成29年８月には茨城県水戸市中心市街地活性化に向けた新施設「まちなか・スポーツ・にぎわい広場」内に

おいて、周辺環境を活かしたオープンテラスカフェ「オープンテラス ミーイート」をオープンしておりま

す。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における行政・公共機関戦略の店舗数は、関東地区２店舗、関西地

区８店舗、その他地域１店舗の計11店舗となり、当第１四半期連結累計期間における売上高は561,782千円

（前年同四半期比39.8％増）となりました。

 

④　大学・その他

大学・その他戦略におきましては、学生のみならず近隣住民へのターゲット層の拡大及びコストコントロー

ルによる収益性改善を進めております。

この結果、当第１四半期連結会計期間末における大学・その他戦略の店舗数は、関東地区１店舗、関西地区

４店舗、その他地域２店舗の計７店舗となり、当第１四半期連結累計期間における売上高は126,116千円（前

年同四半期比2.7％減）となりました。

 

⑤　その他の事業

その他の事業は、企業、行政機関などに対して、地域ブランド振興、カフェやレストランの企画・開発等の

コンサルティングを行っております。当第１四半期連結累計期間における売上高は33,938千円（前年同四半期

比35.2％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末と比較して、1,254,189千円増加し7,540,809千円と

なりました。

流動資産につきましては、前連結会計年度末と比較して、164,385千円減少し1,651,443千円となりました。こ

れは主に現金及び預金の減少164,503千円によるものであります。

固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較して、1,418,575千円増加し5,889,366千円となりました。

これは主に新規出店による建物及び構築物の増加188,012千円、連結子会社の増加による土地の増加519,000千円

及びのれんの増加378,333千円によるものであります。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して、945,261千円増加し5,008,096千円とな

りました。

流動負債につきましては、前連結会計年度末と比較して、84,091千円減少し1,766,546千円となりました。こ

れは主に未払法人税等の減少118,711千円、１年内返済予定の長期借入金の減少99,318千円によるものでありま

す。

固定負債につきましては、前連結会計年度末と比較して、1,029,352千円増加し3,241,550千円となりました。

これは主に長期借入金の増加929,552千円によるものであります。

 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して、308,928千円増加し2,532,713千円と

なりました。これは主に資本剰余金の増加302,346千円によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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(6）主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズの全株式を株式交換で取得し、同社の子会社

である株式会社リアルテイストを連結の範囲に含めたため、有形固定資産169,124千円が主要な設備として増加し

ております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,556,000

計 14,556,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年12月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,311,590 4,314,940
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は、100

株であります。

計 4,311,590 4,314,940 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月24日

（注）１
105,790 4,291,590 － 402,370 296,846 717,208

平成29年８月１日～

平成29年10月31日

（注）２

20,000 4,311,590 5,500 407,870 5,500 722,708

（注）１．平成29年10月24日付で、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズとの簡易株式交換による新株発行により、発行済株式総

数が105,790株、資本準備金が296,846千円増加しております。

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．平成29年12月11日付の譲渡制限付株式報酬としての新株発行により発行済株式総数が3,350株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ4,780千円増加しております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,310,200 43,102 －

単元未満株式 普通株式　　　1,390 － －

発行済株式総数 4,311,590 － －

総株主の議決権 － 43,102 －

 

②【自己株式等】

平成29年10月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年８月１日から平

成29年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年８月１日から平成29年10月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、かがやき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,180,754 1,016,251

売掛金 285,339 268,382

商品及び製品 91,223 95,537

原材料及び貯蔵品 37,516 37,066

繰延税金資産 41,417 47,417

その他 179,577 186,788

流動資産合計 1,815,829 1,651,443

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,870,032 2,058,044

機械装置及び運搬具（純額） 18,762 34,168

工具、器具及び備品（純額） 346,036 346,603

土地 768,684 1,287,685

リース資産（純額） 346,965 368,549

建設仮勘定 146,255 122,912

有形固定資産合計 3,496,737 4,217,962

無形固定資産   

のれん 1,597 379,931

借地権 308,655 374,292

その他 6,245 5,960

無形固定資産合計 316,498 760,185

投資その他の資産   

差入保証金 445,717 542,149

投資有価証券 17,150 17,350

長期未収入金 － 74,343

繰延税金資産 73,978 84,184

その他 120,709 193,190

投資その他の資産合計 657,555 911,218

固定資産合計 4,470,791 5,889,366

資産合計 6,286,620 7,540,809
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年10月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 278,643 278,509

1年内償還予定の社債 20,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※ 594,308 ※ 494,990

リース債務 113,466 131,228

未払金 432,843 483,025

未払法人税等 151,778 33,067

未払消費税等 92,041 99,760

賞与引当金 3,302 13,209

その他 164,253 232,754

流動負債合計 1,850,637 1,766,546

固定負債   

長期借入金 ※ 1,703,776 ※ 2,633,328

リース債務 268,827 272,626

資産除去債務 204,033 219,697

その他 35,560 115,896

固定負債合計 2,212,197 3,241,550

負債合計 4,062,835 5,008,096

純資産の部   

株主資本   

資本金 402,370 407,870

資本剰余金 453,786 756,132

利益剰余金 1,367,629 1,365,590

株主資本合計 2,223,785 2,529,592

非支配株主持分 － 3,120

純資産合計 2,223,785 2,532,713

負債純資産合計 6,286,620 7,540,809
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成28年10月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成29年10月31日)

売上高 2,417,543 2,581,164

売上原価 694,635 733,868

売上総利益 1,722,907 1,847,295

販売費及び一般管理費 1,590,298 1,770,341

営業利益 132,609 76,954

営業外収益   

受取利息 8 177

消費税差額 7,071 1,512

その他 2,396 1,227

営業外収益合計 9,476 2,917

営業外費用   

支払利息 4,798 4,454

シンジケートローン手数料 970 1,921

その他 1,799 1,447

営業外費用合計 7,568 7,823

経常利益 134,517 72,047

特別損失   

固定資産除却損 － 748

店舗閉鎖損失 － 1,748

特別損失合計 － 2,496

税金等調整前四半期純利益 134,517 69,551

法人税、住民税及び事業税 74,643 27,161

法人税等調整額 △27,719 2,571

法人税等合計 46,923 29,732

四半期純利益 87,593 39,818

親会社株主に帰属する四半期純利益 87,593 39,818
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成28年10月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年８月１日
　至　平成29年10月31日)

四半期純利益 87,593 39,818

四半期包括利益 87,593 39,818

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 87,593 39,818
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、平成29年９月１日付で、株式会社菊水の株式を70.0％取得したことに伴い、

同社を連結の範囲に含めております。

また、平成29年10月24日付で、当社を株式交換完全親会社とし、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズを株式交換完全

子会社とする簡易株式交換を実施したことに伴い、同社及びその子会社（66.0％の株式を取得）である株式会社

リアルテイストを連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　シンジケートローンによるコミットメントライン契約及び当座借越契約

①　当社及び連結子会社は、新規出店に係る設備資金に充当するため、機動的かつ安定的な資金調達を確保する

ことを目的として、取引銀行５行とシンジケーション方式のコミットメント契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年７月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年10月31日）

コミットメントの総額 700,000千円 700,000千円

借入実行残高 220,000 380,000

差引額 480,000 320,000

 

②　当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行の１行と当座借越契約を締結してお

ります。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年７月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年10月31日）

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － －

差引額 100,000 100,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年８月１日
至　平成28年10月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年８月１日
至　平成29年10月31日）

減価償却費 113,328千円 126,285千円

のれんの償却額 399 399
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成28年10月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月27日

定時株主総会
普通株式 41,490 10  平成28年７月31日  平成28年10月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年８月１日　至　平成29年10月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月26日

定時株主総会
普通株式 41,858 10  平成29年７月31日  平成29年10月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成29年８月22日付で株式会社Ｒ.Ｔパートナーズとの間で締結した株式交換契約に基づき、平成

29年10月24日を株式交換の効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズを株

式交換完全子会社とする株式交換をを行いました。当社は本株式交換に際して、株式会社Ｒ.Ｔパートナーズ

の普通株式3.55株に対して、当社の普通株式１株を割当交付いたしました。この結果、当第１四半期累計期間

において資本剰余金が296,846千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金が756,132千円と

なっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、飲食店運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

株式取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社菊水

事業の内容　　　　　料理飲食業、旅館業

（2）企業結合を行った主な理由

株式会社菊水は、京都市東山山麓の南禅寺の近くにある昭和30年創業の歴史ある料理旅館で、約820坪を占

める広大な敷地に優美な庭園を保有しております。株式会社菊水が守り続けてきた美しい庭園と伝統に、当社

が長年培ってきたロケーション開発力、デザイン力、店舗運営ノウハウなどの独自の文化を融合することで、

『ここでしか味わえない食をベースにした新たな付加価値』を創出できると感じ、このたび株式会社菊水の敷

地及び株式を取得することといたしました。

（3）企業結合日

平成29年９月１日

（4）企業結合の法的形式

株式の取得

（5）結合後企業の名称

変更ありません。

（6）取得した議決権比率

70.0％

（7）取得企業を決定するに行った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

株式譲渡契約の定めにより、当社は秘密保持義務を負っていることから非開示とさせていただいております。

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

87,795千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 

株式交換による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社Ｒ.Ｔパートナーズ

事業の内容　　　　　飲食業

（2）企業結合を行った主な理由

当社は、単一的なチェーン展開ではない個店ごとの店舗運営を行う店舗運営子会社による経営者の育成と、

個性を活かした店舗オペレーションによる自立的店舗運営により成長をしてまいりました。

今後、既存の店舗運営子会社だけではなく、中小規模の飲食企業をグループ化することで得られる社外の経

営者の店舗運営力、マネジメント力と当社のロケーション開発力、地域創生ネットワーク、店舗プロデュース

力を活用し、更なる成長を図ることを目的として、この度、飲食店を運営するリアルテイストの株式の66.0％

を保有するＲ.Ｔパートナーズを本株式交換により完全子会社化し、リアルテイストの株式を間接保有いたし

ました。

（3）企業結合日

平成29年10月24日

（4）企業結合の法的形式

株式交換による株式の取得

（5）結合後企業の名称

変更ありません。

（6）取得した議決権比率

100.0％
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（7）取得企業を決定するに至った根拠

当社が株式交換により、被取得企業の議決権100％を取得し、完全子会社にしたことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 296,846千円

取得原価 296,846千円

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

（1）株式の種類別の交換比率

株式会社Ｒ.Ｔパートナーズの普通株式3.55株に対して、当社の普通株式１株を割当てております。

（2）株式交換比率の算定方法

株式交換比率の算定にあたっては、サンＦＡＳ株式会社に株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書

に基づき当事者間で協議の上、算定しております。

（3）交付した株式数

普通株式　105,790株

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

290,937千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年８月１日
至　平成28年10月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年８月１日
至　平成29年10月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 21円11銭 9円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 87,593 39,818

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
87,593 39,818

普通株式の期中平均株式数（株） 4,149,496 4,195,217

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円12銭 9円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 204,877 15,972

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

－

 

 

－

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年12月15日

株式会社バルニバービ

取締役会　御中

 

かがやき監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 三原　康則　　印

 

 
 
業務執行社員  公認会計士 森本　琢磨　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バルニ

バービの平成29年８月１日から平成30年７月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年８月１日から

平成29年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年８月１日から平成29年10月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バルニバービ及び連結子会社の平成29年10月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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